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特集 スマートシティを持続可能にするためのビジネスモデル

要　約

1 ASEANの成長は首都および州都などの中級都市によって大きく牽引されており、各国
の総GDPの中で大きな割合を占めている。しかし、成長に伴う急激な都市化は、混雑、
貧困、治安、所得格差などのさまざまな都市課題をASEANにもたらしている。

2 ASEANにおいて都市課題の顕在化が特に懸念されるASCN26都市を中心に、スマート・
デジタル技術・投資にかかわる支援が期待される、EUや日本、中国などとの複数国連
合や国家レベルでのスマートシティ関連パートナーシップ構築が進んでいる。

3 ASEANでは、各国地方自治体が開発を主導するブラウンフィールドの取り組みも多く
見られ、そのほとんどが公共サービスのデジタル化に主眼を置いており、グリーンフィ
ールドと比べて成功事例をほかのスマートシティへ横展開できる可能性が高い。

4 各国首都では一定程度の開発が進んでおり、今後は州都などの中級都市が追随してく
る可能性が高い。代表例としてインドネシアのバンドンが挙げられ、中国ハーウェイな
どはトレンドをいち早く捉え、既に本市の取り組みに参画、実績をつくっている。

5 中級都市スマートシティのほとんどがいまだ構想段階であり、具体的なサービス提供ベ
ンダーなどは決まっていないことが多く、そこに日本が参入できる可能性が高い。

6 マルチモーダル交通アプリやごみ集積・管理の高度化など、日本と同質性があり、複数
国・都市で顕在化している都市課題および技術ニーズはいくつか存在する。

7 アプローチ方法としては、上記のような都市課題・ニーズに対して、日本技術を展開し
ていく方法に加え、海外技術を日本の都市課題へ適用することも考えられる。

Ⅰ　ASEANの都市構造
Ⅱ　代表的な自治体主導によるスマートシティにおける取り組み
Ⅲ　日本の都市課題との同質性から見る連携可能性とアプローチの方向性
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ASEANでの自治体主導による
スマートシティの現状と課題
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万人都市となると42都市（日本は10都市）に
増加する見込みだ。

急激な都市化は、混雑・貧困・治安・所得
格差などのさまざまな都市課題をASEANに
もたらしている。急激な都市化がもたらす都
市課題をより深く理解するために、各分野の
重要課題を整理した（表 1 ）。ASEAN主要
国におけるいくつかの都市のマスタープラン
を分析した結果、最も多く挙げられた課題の
トップ 5 は次の通りである。

（1）	 行政サービスへのアクセスの悪さ

対象国のほとんどにおいて、政府サービス
のデジタル化が進んでいない。電子政府への
改善措置は取られているが、部門内でサイロ
化されて省庁間で統合されておらず、異なる
ポータルが使用されるため、住民にとっては
不便で混乱を招くことが多い。

（2）	 DXを支えるインフラの不足

DX（デジタルトランスフォーメーショ
ン）の実現には、関連プラットフォームやア
プリケーションを構築するための、ITシス
テム（ハードウエア・ソフトウエア）、財務
システム、人的資本などのインフラが必要と
なる。これらは、現在ほとんどの対象国で欠
如しており、DXの妨げになっている。

（3）	 人口増加に伴い必要となる

	 医療リソース不足

都市化の進展に伴い、医療負担も増大して
いる。現在、ほとんどの対象国では、持続的
な人口増加を支えるには医療施設や人的資本
が不十分であるといわれる。そのため、医療
費の負担を軽減するような革新的な技術を導

Ⅰ	ASEANの都市構造

6 億5000万人以上の人口を擁し、GDPで
は既に日本の半分以上（ 6 割超）の3.2兆米
ドル（2019年時点）であるASEANは、今後
10年間で毎年平均 5 ％程度の成長を遂げ、30
年までには日本のGDPを超えると予測され
ている。この有望な見通しは、ASEANの人
口の60％程度が35歳以下という比較的若い人
口構成に後押しされたもので、人口ボーナス

（生産年齢人口の比率が従属人口の 2 倍を超
えた状態）は40年程度まで続くとされてい
る。

ASEANでは、人口動態や経済成長に伴
い、急速な都市化が進んでいる。多くの都市
で、デジタル化のプロセスを開始・サポート
するためのバックボーンと情報通信技術

（ICT）のインフラが整備されており、スマ
ートソリューションを活用する準備が整って
いる。本章では、ASEANの主要国であるシ
ンガポール（SG）、マレーシア（MY）、タイ

（TH）、インドネシア（ID）、ベトナム（VN）、
フィリピン（PH）の最近の動向と、急速な
都市化に伴う課題や問題点を考察する。

1 都市の急速な成長がもたらす
 都市課題の深刻化

ASEANの成長は首都および州都などの中
級都市によって大きく牽引されており、各国
の総GDPの中で大きな割合を占めている。
たとえばインドネシアは、2019年時点で首都
を含むGDP上位10都市で国全体のGDPの約
30％をカバーする（385都市中の10都市）。30
年にはメガシティといわれる人口1000万人以
上の都市は 5 都市（日本は 3 都市）、人口100



54 知的資産創造／2021年10月号

入する必要がある。

（4）	 インターネット環境の悪さ

シンガポールを除くほとんどの対象国では
インターネットへのアクセスが困難であった
り、農村部で速度が低下したりするなどの問
題がある。さらに、通信事業者から高額な料
金を請求されることもある。インターネット
へのアクセス不足は、スマートホームや電子
政府などのスマートライフ技術の導入を妨げ
る根本的な問題となっている。一方、シンガ

ポールのような先進国では、5Gの導入によ
る次世代インターネット速度の競争が行われ
ている。

（5）	 公共交通インフラの不足と

	 渋滞の深刻化

公共交通機関へのアクセスは不十分である
か、信頼性に欠けることが多い。急激な都市
化が進み、自動車保有台数の急増に伴って道
路の混雑が激しくなっており、これは多くの
都市が直面している重要な問題となってい

表1　ASEAN主要国が直面している主要な都市課題

分野 領域 マスタープランで明らかになった主要な都市課題
対象国 合計

SG MY TH ID VN PH

スマート
ガバナンス 行政

行政サービスへのアクセスの悪さ、不十分さ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 5

データに基づく意思決定の不足 ✓ ✓ ✓ 3

行政サービスのレスポンスの遅さ ✓ ✓ ✓ 3

電子政府を支えるインフラの不足（IT、データ保護、人材など） ✓ ✓ ✓ ✓ 4

各政府ポータルが相互に統合されていない ✓ ✓ ✓ ✓ 4

スマート
ブランディング

エコノミー

中小企業におけるデジタル導入の不十分さ ✓ ✓ ✓ ✓ 4

農業GDPを最大化するための効率的な土地利用の不足 ✓ ✓ 2

高付加価値製造業への注力不足 ✓ 1

DXを支えるインフラの不足（IT、財務システム、人材） ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 6

研究開発を商業的成功に結びつけることの困難 ✓ ✓ 2

観光

より多くの観光客を受け入れるためのインフラ不足 ✓ 1

観光客1人当たりの平均消費額や滞在日数が少ない ✓ 1

観光客が旅行に必要なものを見つけることが困難 ✓ ✓ 2

スマートリビング・
スマート社会

コミュニティ

電子政府サービスの利用者レベルでの導入不足 ✓ ✓ 2

国民の世論や懸念を測定するデータポイントの不足 ✓ ✓ ✓ 3

人口増加を支えるのに必要な医療リソースの不足 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 5

市民の積極性の不足 ✓ ✓ 2

インターネット環境の悪さ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 5

セキュリティ

治安の監視・維持の困難さ増大 ✓ ✓ ✓ 3

警察の対応の遅さ ✓ 1

犯罪防止のための住民への支援不足 ✓ 1

モビリティ

交通量の多さによる空気の質の低下 ✓ ✓ 2

公共交通インフラの不足と渋滞の深刻化 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 6

公共交通機関に関するタイムリーな情報不足 ✓ ✓ ✓ ✓ 4

駐車場のインフラやシステムの悪さ ✓ ✓ ✓ 3

教育
学習スタイルの異なる生徒への一律的なアプローチ ✓ ✓ ✓ 3

公的教育制度のインフラ不足 ✓ ✓ ✓ 3

スマート環境

廃棄物
廃棄物負担の増加 ✓ ✓ ✓ ✓ 4

新しく効率的な廃棄物処理技術の採用の遅れ ✓ ✓ ✓ ✓ 4

エネルギー エネルギー消費量の増加による省エネ・セキュリティへの懸念 ✓ ✓ 2

水 水の確保（きれいな水へのアクセス）の不足 ✓ ✓ 2
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Ⅱ	代表的な自治体主導による
	 スマートシティにおける
	 取り組み

1 自治体主導による
 スマートシティの進展と広がり

前述したようなASCNでの取り組みやパー
トナーシップにより、ASEANスマートシテ
ィへの参入機会が高まったことで、ASEAN
域外のコングロマリットやデベロッパーを中
心とした民間企業が、ASEAN域内のグリー
ンフィールド（整備されていない未開発の土
地におけるスマートシティの開発手法）に参
入し、一部では既に不動産やライフラインな
どのインフラ開発を完了させ、AIやIoTなど
の先端技術を活用したスマート・デジタルサ
ービスの実証・実用化がされ始めている。

日本企業も例外ではなく、住友商事が面的
開発するベトナムの北ハノイや、双日が参入
しているインドネシアのデルタマスシティ、

る。都市の持続的な成長を確保するために
は、公共交通システムの改善が必要である。

2 各連合・国とのスマートシティ関連
 パートナーシップ形成による
 取り組みの推進

ASEANでは、先に整理した各都市課題の
解決に向け、デジタル・スマート技術のソリ
ューションを活用することでサービスの質と
アクセスを向上し、市民の生活を改善するよ
うな取り組みが進む。ASEAN加盟各国にお
いては、各都市課題の顕在化が特に懸念され
る首都を含む26都市について、スマートシテ
ィとしての開発協力および域外パートナーか
らの資金調達などを促進するASCN（ASEAN 
スマートシティ・ネットワーク）のイニシア
チブの下、さまざまなデジタル・スマート技
術の実証・実用化が検討され始めている（図
1 ）。最近では、ASCN対象の26都市を中心
に、具体的な技術・資金にかかわる支援が期
待されるASEAN域外の複数国連合や、国家
レベルでのパートナーシップ構築が進んでい
る（表 2 ）。

総じて、これらイニシアチブ下での取り組
みは開始されたばかりであり、具体的な成果
はいまだ見られていない。今後は、前述のよ
うな複数国連合や、国家レベルでのスマート
シティに関連するパートナーシップ構築を、
日本、中国、EU以外の国々とも進めていく
ことが想定され、ASCN対象の26都市を中心
とした特定都市における、より具体的な協力
体制・支援策が示され、ASEANにおける都
市課題解決に向けた先進的・革新的な取り組
みがより一層進んでいくと思われる。

図1　ASEANスマートシティ・ネットワーク 対象26都市
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出所）内閣府「第44回経協インフラ戦略会議」（2019年10月7日）より作成
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keikyou/dai44/siryou1.pdf
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が主導している。00年代前半には、既にWeb
サイトやモバイルアプリなどのプラットフォ
ームを利用した電子政府への移行が進んだ。
10年代以降は行政サービスの統合を重視し、
市民中心主義を目指してさまざまな試みが行
われている。具体的なサービスとしては、
200以上の行政手続きサービスをWeb・モバ
イ ル ア プ リ 上 で 対 応 可 能 と す る「Sing 
Pass」などが挙げられる。

また、そのほかのASEAN主要国において
も、首都においては既に一定の成果が出始め
ているケースも多く見られる。たとえば、マ
レーシアの首都クアラルンプールにおけるス
マートシティ行動計画では、ビジョンとして
世界トップクラスの持続可能な都市となるこ
とを目指しており、既に複数の公共サービス
関連のデジタルソリューションが実装されて
いる。行政手続き関連では、「クアラルンプ
ール総合提出システム（DBKL）」と呼ばれ
る、クアラルンプールにおいて開発計画・建
築計画および設備計画の承認が必要な住宅申
請を対象としたオンライン行政手続きサービ
スが導入され、そのオンライン機能には、提
出・処理・支払・デジタル署名・自己監視機
能およびモバイル対応などが含まれている。

三井物産がリードするマレーシアのメディ
ニ・イスカンダルなどが代表例として挙げら
れる。これらのグリーンフィールドでは、開
発案件特性や面的開発者の得意分野によって
注力する都市課題分野がさまざまであり、他
スマートシティへの技術・ソリューションの
横展開・応用が難しいと考える。

その一方で、ASEANでは各国の各地方自
治体が開発を主導するブラウンフィールド

（既存の都市で住民合意を形成しつつ、都市
のスマート・デジタル化を進めていくスマー
トシティの開発手法）の取り組みも多く見ら
れ、これらのブラウンフィールドでは共通し
て、主に行政手続きや公共交通のような、自
治体の持つ既存公共サービスのデジタル化に
主眼を置いている。そのため、自治体主導の
スマートシティ同士で類似課題を有している
場合が多く、グリーンフィールドと比べて成
功事例をほかのスマートシティへ横展開でき
る可能性が高い。

2019年の世界スマートシティランキングで
1 位を獲得した都市国家であるシンガポール
では、デジタル化の検討は30年前から始まっ
ていて、データ、プロセス、システムの自動
化に焦点を当てた政府技術庁（GovTech）

表2　ASEANにおける各連合・国とのスマートシティ関連パートナーシップの検討状況

パートナーシップ名 パートナーシップ下での取り組み状況

日本 日ASEANスマートシティ・ネッ
トワーク（2019.10～）

● 具体的な成果は見られない
● 2020.12に第2回日ASEANスマートシティ・ネットワーク・ハイレベル会合が
開催され、スマートシティに関する支援を強化していくことが確認された

中国
ASEAN-中国のスマートシティ
協力イニシアティブ（2019.11
～）

● 具体的な成果は見られない
● 2020.11に第23回ASEAN─中国サミットが開催され、スマートシティに関する
共同開発、技術交流、人材育成を促進していくことが確認された

欧州 接続性に関するEU-ASEAN共
同閣僚声明（2020.12～）

● 具体的な成果は見られない
● 2020.12に第23回ASEAN─EU閣僚会議が開催され、スマートシティ開発の協
力関係を強化していくことが確認された
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このシステムにより、待ち時間や人手を削
減し、文書の保管にも役立っている。公共交
通関連としては、「GoKL Journey Planner」
と呼ばれる、クラウドベースの高度道路交通
システム（ITS）を活用し、市民が公共バス
の運行状況や移動に関する情報をほぼリアル
タイムで追跡・閲覧できるモバイルアプリを
提供している。

前述のように、各国首都では既に一定程度
のサービス実証・実装が進んでいる中で、今
後は、それらに追随する州都などの中級都市
において、スマートシティに関連する取り組
みが進んでいくのではないかと考える。今回
はASEAN中級都市のスマートシティの中で
も、具体的なソリューションの検討が進む代
表的な事例を 2 つ紹介する。

（1）	 インドネシア：バンドンにおける

	 スマートシティの取り組み

インドネシアの西ジャワ州都であるバンド
ンでは、市政府が2015年に「バンドンスマー
トシティマスタープラン」を公表し、各都市
課題へのアプローチを進めている。同市は特
に公共サービス、セキュリティ、廃棄物とい
った分野に注力しており、既にいくつかの分
野でソリューション実証・実用化事例が見ら
れる。

たとえば公共サービス分野では、地場スタ
ートアップ企業のゴージェックとMoU（Mem-
orandum of Understanding：基本合意書）
を締結し、同社オンライン支払アプリ「Go-
Pay」を利用した、公共バスなどの公共交通
機関における運賃支払の電子化を実現した。

加えて、中国通信大手ハーウェイが、地場
IoT大手のピーティー・ピンズ・インドネシ

アとともに、同市マスタープランにおけるセ
キュリティ分野にてスマートシティソリュー
ションを用いたインフラ構築を提供する協定
を締結した。ハーウェイのビデオアナリティ
クスと監視ソリューションを利用して交通状
況や犯罪が起こりやすい場所を監視し、不審
な動きがあった者の身元をすぐ特定できるよ
うにすることで、街の犯罪防止につなげる。
このように、ASEANにおけるスマートシテ
ィにかかわるトレンドをいち早く捉え、既に
中級都市スマートシティの取り組みに参画
し、実績を上げている海外企業も少なからず
存在する。

一方で、現状では具体的な検討が進んでい
ない分野も見られる。たとえば廃棄物分野で
は、人口増加などにより廃棄物量が増加して
廃棄物処理・管理の対応が追いつかず、街の
不衛生や環境汚染が拡大している現状を背景
に、廃棄物を効率的に集積するための実績の
ある技術・ソリューション（集積ルート最適
化、ゴミ集積所の容量把握など）の導入検討
を進めているが、具体的なベンダーは選定さ
れていない。

（2）	 マレーシア：ジョホール州における

	 スマートシティの取り組み

マレーシアのジョホール州では、州政府が
2017年に「ジョホール4.0」というスマート
シティマスタープランを公表し、州都である
ジョホールバルでの実証・実用化を中心に、
各都市課題へのアプローチを進めている。同
州は特に、公共サービス、農業、モビリテ
ィ、観光といった分野に注力しており、既に
いくつかの分野でソリューション実証・実用
化事例が見られる。



58 知的資産創造／2021年10月号

たとえば、ジョホール州はマレーシアにお
ける農業部門全体のGDPのうち約14％（16
省中第 3 位）を占めることから、農業分野の
デジタル化は本イニシアチブで優先的に検討
された。国立研究センターであるミモスは、
地場電気通信企業のレッドトーンと提携し、
スマート農業アプリおよびセンサーを開発し
た。これは土壌へスマートセンサーを埋め込
み、アプリ上で温度・湿度を管理して効率的
に作物を収穫できるようなソリューションで
あり、ジョホールバルを中心にジョホール州
内の各都市で19年頃より実証を開始してい
る。

加えてモビリティ分野では、英国の設計会
社であるモット・マクドナルドが、英国で導
入実績のあるITSシステム（スマート・イン
テグレーテッド・モビリティ・マネジメン
ト・システム）を本イニシアチブの下で、ま
ずはジョホールバルにて開発・実証する契約
を19年に州政府と締結している。現在、設計
段階であるが、導入されれば交通データの収
集・蓄積・分析による信号や移動手段の最適
化が実現し、ジョホール州の都市課題である
深刻な交通渋滞を解消できる可能性が高い。

一方で、インドネシアのバンドンと同様、
現状で具体的な検討が進んでいない分野も見
られる。たとえば公共サービス分野では、

「JASS」と呼ばれる各省庁の行政手続きやユ
ーティリティの支払い、公共施設・サービス
予約などを一つのプラットフォームから実行
可能なモバイルアプリのベータ版が19年にロ
ーンチされたが、ベータ版にはほとんど機能
がなく、21年現在ではダウンロードできない
状態となっていることから、具体的な検討が
進んでいないことが想定される。

2 ASEAN主要国の自治体主導
 スマートシティの進捗度評価
 による現在地の確認

本章のまとめとして、これまでに示した
ASEAN中級都市における自治体主導のスマ
ートシティに関する取り組みの現状を踏ま
え、ASEAN主要国を横比較した際の各国中
級都市における自治体主導スマートシティの
進捗度を評価し、現在地を確認した。

評価の前提となる進捗度のレベル分けとし
て、先進サービス（AIやIoTを活用したデジ
タルサービスなど）の導入フロー（構想・実
証・実用化）に沿って定義した（図 2 ）。レ
ベルを定義する構成要素として、①スマート
シティやデジタル関連マスタープラン策定有
無、②IT／IoTプラットフォーム整備有無、
③サービス実証／実装数、④サービス浸透
度、の 4 つを設定。レベル 0 から 3 へ上がる
につれて、各構成要素も段階的に整備・増加
していく。たとえば、レベル 0 はスマートシ
ティ／デジタル関連プランさえも策定されて
いない都市（①〜④の構成要素がすべて満た
されていない状態）を指す。具体的には、イ
ンドネシアのセランやベトナムのビエンホア
などが該当する。

一方、最も高いレベル 3 は、スマートシテ
ィ／デジタル関連プランやIT／IoTプラット
フォームが整備され、複数の先進サービスの
実用化・普及が進んでいる都市（①〜④の構
成要素がすべて満たされている状態）を指
す。具体的には、交通やエネルギーなどの各
都市機能から取得できる行動データなどを一
つのプラットフォームに統合し、データ収
集・統合・共有を一元化しているデンマーク
のコペンハーゲンなどが該当する。
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このような前提で、ASEAN主要 4 カ国（シ
ンガポール、インドネシア、タイ、マレーシ
ア、ベトナムの主要 5 カ国のうち、都市国家
であるシンガポールを除く 4 カ国）における
中級都市の進捗度を評価した（図 3 ）。総じ
て、ASEAN主要 4 カ国においてコペンハー
ゲンのようなレベル 3 の中級都市は存在せ
ず、どの国もほとんどの中級都市がレベル1

（スマートシティ・デジタル関連のマスター
プランが策定されているが、実証・実用化は
進んでいない状態）である。その中でも、先
に紹介したインドネシアのバンドンやマレー
シアのセランゴールなど、レベル 2 （スマー
トシティ関連・デジタルサービスの実証、一
部の実用化が進んでいる状態）の中級都市が
一部見られた。

これまで述べてきた通り、ASEANにおけ

る一部の自治体主導の中級都市スマートシテ
ィにおいては、公共サービスのデジタル化な
どの検討が進展しているが、ほとんどのプロ
ジェクトがいまだ構想段階であり、具体的な
サービス提供ベンダーなどは決まっていない
ことが多い。今後は、それらのプロジェクト
が先行プロジェクトに追随する形で、サービ
ス実証・実用化に向けた具体的なパートナー
探しの検討を開始することが想定され、そこ
に日本企業・自治体が参入できる可能性があ
ると考える。

Ⅲ	日本の都市課題との
	 同質性から見る連携可能性と
	 アプローチの方向性

本テーマの取りまとめとして、ASEAN中

図2　ASEAN中級都市における進捗度評価の考え方
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複数の国でオーバーラップしている項目が多
いことが分かった（基準①）。日本の戦略的
な事業展開や影響力の観点から、このような
国横断で類似の事業機会が見られる技術・ソ
リューションでの連携可能性を優先的に検討
すべきであると考える。またその中で、現状
として課題やニーズが顕在化している技術・
ソリューションも限られている（基準②）。
これら複数の国で課題・ニーズが顕在化して
いる技術・ソリューションの中でも、日本企
業・自治体が類似の実証・導入実績がある

（＝同質性のある）ことが確認された項目
は、今回の整理では結果的に 4 つほど特定さ
れた（基準③）。

たとえば、石川県加賀市では、スマホ完結
のオンライン行政手続きサービスを2020年 8
月に日本で初めて導入した。専用のスマホア
プリで本人認証と電子署名を可能にして、対

級都市における自治体主導のスマートシティ
と日本企業・自治体の連携可能性について考
察したい。

1 ASEAN自治体主導スマートシティ
 と日本で同質性のある課題
 およびソリューション

今回、シンガポールを除くASEAN主要4
カ国（インドネシア、タイ、マレーシア、ベ
トナム）の中級都市における自治体主導スマ
ートシティのうち、各国で商圏（GDP、人
口、所得水準）の大きい中級都市を1〜3都市
ほど選定し、各都市のスマートシティ・デジ
タル関連マスタープランで策定・検討されて
いる都市課題別の技術・ソリューションを整
理した（図 4 ）。

結果として、ASEAN各国の都市課題およ
びそれらに付随する技術・ソリューションは

図3　ASEAN中級都市におけるスマートシティ数×スマート化／ DX化レベルでの進捗度評価

対象国
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レベル0
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レベル1
構想段階

レベル2
サービス
実証

レベル3
サービス
実用化

少⇐該当都市数⇒多

● ほとんどの中級都市が構想段階であるが、一部都市では先端
サービスの実証を進め実用化事例も見られる

─バンドンなどの一部中級都市では海外企業や自治体も巻き
込んだ個別実証を進め実用化事例も出てきている

● ほとんどの中級都市が構想段階であるが、一部都市では先端
サービスの実証を進め実用化事例も見られる

─バンチャンなどの一部中級都市では海外企業や自治体も巻
き込んだ個別実証を進め実用化事例も見られる

● ほとんどの中級都市が構想段階であるが、一部都市では先端
サービスの実証を進め実用化事例も見られる

─セランゴールなどの一部中級都市では海外企業や自治体も
巻き込んだ個別実証を進め実用化事例も見られる

● ほとんどの中級都市が構想段階であり、ホーチミンなどを中
心に今後先端サービスの実証が進む予定

─ホーチミンを中心にマスタープラン整備が進む
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面での本人確認や書類への押印を不要にす
る。ASEANにおいても、前述したマレーシ
アのジョホール州やタイのラヨーン県におい
て、同様の技術・ソリューションに対する導
入ニーズが見られる。加えて、神奈川県川崎
市は18年に、NECと共同で廃棄物管理の最
適化に向けた実証を実施。同社のスマートシ
ティ向けデータ利活用基盤サービスを基に構
築した「廃棄物収集運搬・処理業務最適化プ
ラットフォーム」を活用し、AI分析による
複数業者の連携による最適なゴミ収集運搬ル
ートを試算し、従来と比較し車両の走行距離

を最大で約16％短縮できることを確認した。
ASEANにおいても、前述したインドネシア
のバンドンやマレーシアのセランゴール州に
おいて、同様の技術・ソリューションに対す
る導入ニーズが見られる。

一方、既にソリューションは導入されてい
るが、コスト削減などを目的としたシステム
運用・保守ベンダー切り替えのニーズなども
存在する。たとえば、インドネシアのバンド
ンで運用されている交通管制システムの保守・
運用を委託しているシステムベンダーの保守
運用コストが高いためにベンダー変更を検討

図4　 ASEAN中級都市における都市課題別の技術・ソリューション一覧と日本との同質性の整理
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出所）各スマートシティのマスタプランなどより作成
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と考える（図 5 ）。本テーマでこれまで述べ
てきた連携可能性はすべて、アウトバウンド
の中でも日本技術・ソリューションの海外展
開に該当する。加えて、海外技術・サービス
への投資・提携も考え得る。これらの連携可
能性は、一般的には民間企業が主体となっ
て、日本の地方自治体などを巻き込みながら
検討を進めていくことが想定される。

一方でインバウンドの観点では、海外で実
証・実用化が進む技術・ソリューションを提
供する海外企業との提携を通じて、日本国内
のスマートシティで未解決課題となっている
領域を満たしていくような連携方法も考え得
る。そして最後に、政府・自治体間での強固
なGtoGパートナーシップを構築することで、
海外スマートシティでの課題・ニーズの迅速
かつ的確な汲み取り・日本国内スマートシテ
ィでの課題・ニーズの頻繁な共有をすること
で、新たな連携可能性創出を促進できる。こ
れらは、基本的には政府・地方自治体、また
は商社やデベロッパーなどの面的開発プレイ
ヤーが主体となって検討を進めていくことが
想定される。

しているが、ITSシステムを導入している日
本の各自治体でもこれと同様の課題を抱えて
いるか、または既に解決している場合が多い
のではないかと考える。

今回は一部都市をサンプリングする形で
ASEANと日本で同質性のある課題・ソリュ
ーションを示したが、少なくともいくつかの
都市課題領域において、具体的技術・ソリュ
ーションに対する日本企業・自治体の連携可
能性が存在すると考える。

2 日本企業・自治体にとっての
 連携可能性の類型とアプローチ
 の方向性

最後に、日本企業・自治体が、ASEAN自
治体主導スマートシティとの連携可能性を探
るにあたって、考え得る類型およびアプロー
チの方向性について述べる。

まず、類型として大きくアウトバウンド
（日本技術・ノウハウ展開）とインバウンド
（海外技術・ノウハウを日本の都市課題へ適
用）、それらを促進する政府・自治体間連携

（GtoGパートナーシップ）が土台としてある

図5　日本企業・自治体にとっての連携可能性の類型とアプローチの方向性

：企業がメインの対象となる連携可能性 ：政府・自治体がメインの対象となる連携可能性

アウトバウンド
（日本技術・ノウハウ展開や投資）

インバウンド
（海外技術・ノウハウを日本の都市課題へ適用）

日本技術・ソリューションの海外展開

政府・地方自治体間連携による情報共有スキーム構築

海外技術・サービスを日本の都市課題へ適用

海外技術・サービスへの投資・提携

日本で既に実証・実用化実績のあるスマート／デジタル技
術・ソリューションがミッシングピースとして当てはまる
海外のエリア・都市で事業展開

海外で実証・実用化が進むスマート／デジタル技術・ソ
リューションを提供する海外企業との提携を通じて、日本
におけるスマートシティを中心とした都市課題に対する
ミッシングピースとして当てはまりそうなサービスを展開

海外でプルーブンとなってきているスマート／デジタル技
術・ソリューションを提供する海外企業へのCVC投資や業
務提携を通じ、日本企業の海外での競争力強化につなげる

政府・地方自治体での強固なGtoGパートナーシップを構築することで、都市課題・ニーズの迅速かつ的確な汲み取り・新たな
連携可能性創出を促進する
他方、日本側における都市課題・ニーズを適宜情報共有することにより、海外で実装しているサービスの日本への導入可能性を
検討する

▶▶

▶

▶

▶
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ASEANにおける自治体主導のスマートシ
ティのほとんどはいまだ構想段階であるが、
そのポテンシャルは高く、今後のより一層の
進展と、日本との連携が政府レベル・企業レ
ベル双方で加速していくことを期待したい。
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